

平成12年版 大阪労働白書 の概要

─成長産業分野への労働移動と労使間トラブルの解決に向けて─


　

【要約】 

第１部　成長産業分野における人材の確保・育成

　長引く景気の低迷により、雇用失業情勢は大変厳しいものとなっている。
　また、終身雇用・年功賃金に代表される日本的雇用慣行の見直しや就業形態の多様化など、雇用をめぐる状況も大きく変わりつつある。
　産業構造の転換が進む中で、このような動きに対応し、雇用失業情勢を改善するには、雇用の維持・安定を図るだけでなく、離転職を余儀なくされた労働者が、成長が期待される産業分野への失業を経ることなく円滑に労働移動できるようにしていく必要がある。
　そこで、第１部では、情報通信や福祉医療などの成長産業分野に属する企業はどのような形で人材を確保しているのか、また労働者はどのような形で成長産業分野へ労働移動しているのかを調査した、大阪府産業労働政策推進会議の報告書の概要を紹介する。

◆能力・成果を基準とした採用・賃金制度の確立
　今多くの企業が、年功的な処遇制度をより能力・成果主義的な処遇制度に改めようとしている。
　しかしながら、アンケート調査の結果をみると、６割強の事業所が正社員転職者の採用にあたり年齢制限を行っており、転職経験のある従業員は年齢制限が厳しくて再就職先をさがすのが大変だったとしている。このように必ずしも能力本位で採用が決まる制度となっていないのが現状である。
　この原因のひとつは賃金にあると考えられる。アンケート調査の結果では、事業所は転職者が望む賃金・退職金を提示できないことが転職者採用の支障になっているとしており、45歳以上の転職者採用に限るとその比率は６割を超えている。一方、転職経験のある従業員は、再就職先をさがしはじめたとき、給与・ボーナスについてこだわっていたものの、その後求職活動をする中で妥協しており、年収は転職前と比べて平均で7.5％低下している。
　年齢を基準とする賃金に労使双方がこだわりすぎて、それが原因で円滑な労働移動が妨げられ、労働者の能力が活かされないとすれば、労使にとっても社会にとっても大きな損失である。このため、能力・成果に基づく採用・賃金制度を確立していくことが望まれる。
◆多様な働き方を選択しうる環境の整備
　アンケートの調査結果をみると、転職経験のある従業員が転職にあたりこだわった条件として、正社員としての採用を第３位にあげていることが注目される。
　その理由のひとつは、正社員と同様の働き方をしている非正社員と正社員の間に賃金をはじめとする労働条件面に大きな格差があることにあると考えられる。
　必要なときに必要な人材を確保したいといった企業側のニーズと、仕事と家庭を両立したいといった労働者側のニーズに応えるためには、労働条件のよい正社員か労働条件の低い非正社員かという二者択一的な働き方でなく、仕事の内容やそれに対する責任の度合い、労働者が置かれている家庭状況などに応じて賃金的にも労働時間的にも多様な働き方が選択できるようにしていくことが重要である。
　このため、企業においては、就労実態に見合った労働条件を確保するとともに、働き方に多様な選択肢を提示することが望まれる。また、労働者においては責任感のある就労姿勢の顕示、行政においてはパートタイム労働者や派遣労働者などの労働条件の確保を図っていく必要がある。
◆職業能力の需給マッチング
　産業構造の変化などに伴う失業が増加する中、成長産業分野への労働移動が円滑に行われるためには、企業が求めている職業能力を求職者が身につけて就職するという、職業能力面からの労働力需給のマッチングが重要である。
　しかしながら、アンケート調査の結果をみると、離職者の採用にあたり支障になることがあるとした事業所の約５割は、離職者の能力や適正を判断するのが難しいとしている。
　このため、企業の枠組みを越えた職業能力の評価が適正かつ客観的に行われるよう、行政においては技能検定やビジネスキャリア制度の一層の普及を図るなど、社会的な職業能力評価制度を整備していく必要がある。また、労働者は常日頃からエンプロイアビリティを意識し、キャリアや職業能力をアピールできる能力の向上に努める必要がある。
　また、アンケート調査の結果をみると、転職経験のある従業員は、再就職にあたり、企業が求めている能力・経験・資格の具体的内容に関する情報がもっと欲しかったとしている。
　このため、企業と行政が協力し、成長産業分野で求められている職業能力の具体的内容等について詳細な情報が提供できるよう環境整備を進めていく必要がある。
　
第２部　労使間におけるトラブルの状況と解決方法

　近年、パートタイム労働者や派遣労働者の増加にみられるように、就業形態が多様化している。これら非正社員の多くは、労働組合に加入しておらず、職場で苦情等を持っても申し出にくい状況にある。
　また、正社員においても、能力や成果をより重視した人事労務管理制度の導入等により、労働条件が個別化し、集団的労使関係（労働組合対使用者の関係）の中では解決しにくい問題も増えている。
　こうした状況を背景に、大阪府商工労働部に寄せられる労働相談の件数が急増している。また、セクシャル・ハラスに代表されるように、苦情等の内容も多様化している。
　そこで、第２部では、労働者が抱える改善要望・不満・苦情の内容、申出状況、解決の程度やその方法などについて調査を行った、大阪府商工労働部の労働経済部門別調査報告書の概要を紹介する。
◆企業内の苦情処理制度・仕組みの整備充実
　派遣労働者などの非正社員や未組織労働者など、自分たちの声を代表する組織を持たない労働者が今後増加すると予想され、それら労働者は苦情等を申し出ると会社から不利益を受けるのではないかとの心配等から、申し出ないことが多くなると考えられる。
　苦情等が潜在化したまま蓄積すれば、苦情等を抱えた労働者の能力発揮の妨げになるし、ひいては職場のモラールの低下につながるおそれがある。
　アンケート調査結果をみると、企業内に設けられた苦情等を処理するための制度や仕組みは、事業所、従業員、労働組合、中間管理職のすべてが、問題解決に対して有効に機能していると答えている。
　しかしながら、制度や仕組みの整備率は必ずしも高いとは言えない。とりわけ、労働組合も従業員代表機関もない事業所の整備率は、労働組合のある事業所と比べて非常に低くなっている。
　このため、企業においては、苦情等を申し出やすくする環境づくりに取り組むとともに、上司との個別面談制度など、苦情等の処理のための制度や仕組みを整備・充実していく必要がある。
◆既存の企業外労使紛争解決支援制度の周知と新たな制度の整備
　企業内の労使紛争については、言うまでもなく労使が話し合い自主的に解決されることが望ましい。
　しかしながら、企業内に苦情等を解決するための制度や仕組みが設けられているところは少なく、また、解雇の問題などのように第三者を交えて話し合った方が解決しやすいと考えられる事例が増加傾向にある。
　企業外の労使紛争解決支援制度の果たす役割は今後ますます大きくなると予想されることから、労使紛争解決支援を実施している行政などにおいては、既存制度の認知度を高め、利用促進を図ることが重要である。
　また、就業形態の多様化や労働条件の個別化などを背景に、労働者個人と会社の間で生じる個別的労使紛争が増加しているが、これに対する企業外の解決支援制度は必ずしも十分に整備されているとは言いがたい状況にある。
　このため、一定の強制力を持って簡易・迅速に個別的労使紛争を調整する制度を新たに整備する必要がある。
◆労働に関する情報提供と法制度の普及啓発の充実
　会社と労働者の関係は今後ますます個別化し、賃金や労働時間をはじめ労働条件などに関する交渉も、会社と労働者個人で行うケースが多くなってくると予想される。このような状況のもと、労働者が職業生活上の、使用者が雇用管理上の意思決定を的確に行うためには、その前提として判断材料となる労働情報を十分に持っていること（持ちうること）が重要である。
　また、現下の厳しい雇用情勢のもと、法で認められた労働者の権利が行使しえないなどの事例が見受けられる。その原因のひとつとして、労使双方が労働に関するルールについての知識を十分に有していないことが挙げられる。
　こうした状況を踏まえ、行政においては、労働条件の実態や新たな人事労務管理制度の導入状況などを把握し、労使をはじめ広く府民に情報提供するとともに、講座・講習会の開催や啓発冊子の発行などを通じて、労働に関する法制度を普及啓発する必要がある。

第３部　労働経済の動向

◆有効求人倍率と完全失業率
　平成11年の大阪府の有効求人倍率（季節調整値）の推移をみると、１～３月期が0.35倍、４～６月期が0.36倍、７～９月期が0.38倍、10～12月期が0.39倍と緩やかに上昇したが、平成11年平均の有効求人倍率（原数値）は0.37倍と前年に比べ0.02ポイント低下した。
　また、平成11年の近畿の完全失業率（原数値）の推移をみると、１～３月期が5.4％、４～６月期が6.1％と上昇したが、７～９月期は5.9％、10～１2月期は5.4％と年後半は改善した。ただ、平成11年平均は5.6％と前年に比べ0.7ポイント増加した。
◆新規求人数と新規求職者数
　平成11年の大阪府の新規求人数の四半期ごと（月平均）の推移を前年同期比でみると、１～３月期が7.5％減となったが、４～６月期は1.4％増、７～９月期は9.3％増、10～12月期は13.2％増と増加に転じ、増加幅も拡大している。この結果、平成11年の新規求人数は前年に比べ3.5％増加となっている。
　一方、新奇求職者数の推移をみると、１～３月期が9.2％増、４～６月期が7.1％増、７～９月期が2.3％増と増加幅が縮小し、10～12月期には0.8％減と減少に転じた。この結果、平成11年の増加幅（前年比4.7％増）は平成10年の増加幅（前年比22.5％増）に比べ縮小した。
◆賃金と労働時間
　平成11年の府内常用労働者の平均賃金（月額）は360,608円で、前年（360,703円）とほぼ同額になっている。このうち、所定内賃金は334,848円と前年に比べ2,625円増加しているのに対し、所定外賃金は25,760円と前年に比べ2,720円減少している。また、パートタイム労働者の時間給は平均で958円と前年に比べ31円増加している。
　府内労働者の平成11年の年間総実労働時間（平均）は1,824時間と、前年に比べ19時間減少している。このうち所定内労働時間は1,708時間と前年に比べ15時間減少しており、また所定外労働（残業）時間も116時間と前年に比べ４時間減少している。

